
　
国
民
健
康
保
険
税
賦
課
限
度
額
が

（
表
１
）
の
と
お
り
変
更
と
な
り
ま

す
。

問
町
民
課　
☎
内
線
２
７
４

　

低
所
得
世
帯
に
対
す
る
軽
減
が

（
表
２
）の
と
お
り
変
更
と
な
り
ま
す
。

　
低
所
得
世
帯
に
対
す
る
軽
減
は
、

前
年
の
所
得
の
申
告
が
な
い
と
適
用

さ
れ
ま
せ
ん
。
必
ず
申
告
を
お
願
い

し
ま
す
。

問
町
民
課　
☎
内
線
２
７
４

一
度
手
続
き
を
す
れ
ば
、
納
付
の

手
間
が
省
け
ま
す
。
ぜ
ひ
、
引
き
落

と
し
を
希
望
す
る
金
融
機
関
ま
た
は

大
磯
町
役
場
・
国
府
支
所
へ
お
申
込

み
く
だ
さ
い
。

　
お
申
込
み
の
際
は
、
ご
利
用
さ
れ

る
金
融
機
関
の
届
出
印
を
お
持
ち
く

だ
さ
い
。

問
町
民
課　
☎
内
線
２
７
４

　
決
定
通
知
書
の
発
送
時
期
は
左
表

の
と
お
り
で
す
。
決
定
額
は
、
同
封

の
決
定
通
知
書
等
を
ご
確
認
く
だ
さ

い
。

問
福
祉
課　
☎
内
線
３
０
２

問
町
民
課　
☎
内
線
２
７
４

毎
年
６
月
１
日
時
点
の
受
給
資
格

を
確
認
す
る
た
め
、
現
況
届
の
提
出

が
必
要
で
し
た
が
、
令
和
４
年
度
か

ら
住
民
基
本
台
帳
等
で
確
認
で
き
る

場
合
は
、
提
出
が
不
要
に
な
り
ま
し

た
。　
　
　
　
　

な
お
、
受
給
資
格
を
住
民
基
本
台

帳
等
で
確
認
で
き
な
い
方
に
つ
い
て

は
、
６
月
初
旬
以
降
に
現
況
届
を
送

付
し
ま
す
の
で
、
必
要
書
類
を
添
付

の
う
え
、
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。(

郵

送
可) ま

た
、
昨
年
の
現
況
届
の
提
出
時

以
降
に
新
た
に
次
の
項
目
に
該
当
と

な
っ
た
方
は
、
再
度
、
現
況
届
の
提

出
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

〇
離
婚
協
議
中
で
配
偶
者
と
別
居
し

　
て
い
る
方

〇
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
等
で
住
民
票

の
住
所
地
と
異
な
る
市
区
町
村

で
受
給
し
て
い
る
方

〇
児
童
の
戸
籍
や
住
民
票
が
な
い
方

〇
施
設
等
受
給
者

▼
提
出
先

子
育
て
支
援
課
（
公
務
員
の
方

は
、勤
務
先
に
お
問
合
せ
く
だ
さ
い
）

　
詳
細
は
、
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご

覧
く
だ
さ
い
。

令
和
５
年
度
保
険
税
（
料
）
の
決
定

通
知
の
発
送
時
期
に
つ
い
て

納
付
に
は
便
利
な
口
座
振
替
を
！

令
和
５
年
度

国
民
健
康
保
険
税
の
賦
課
限

度
額
が
変
わ
り
ま
す

令
和
５
年
度

国
民
健
康
保
険
税
と

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
の
軽

減
判
定
所
得
が
変
わ
り
ま
す

児
童
手
当

現
況
届
が
原
則
不
要
に
な
り
ま
し
た

賦課限度額 令和4年度
（A）

令和５年度
（B）

前年度比
（B）－（A）

医療給付費分 65万円 65万円

後期高齢者支援金分 20万円 22万円 ２万円↑

介護納付金分 17万円 17万円

計 102万円 104万円 ２万円↑

税・料 発送時期

介護保険料
６月中旬

国民健康保険税

後期高齢者医療保険料 ７月中旬

軽減割合 軽減判定所得

７割 43万円＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

５割 43万円＋（29万円 ×被保険者数※）＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

２割 43万円＋（53.5万円×被保険者数※）＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

▼
ご
注
意
く
だ
さ
い

　
令
和
４
年
10
月
支
給
分
か
ら
、
児

童
を
扶
養
し
て
い
る
方
の
所
得
が
所

得
上
限
限
度
額
を
超
え
た
場
合
、
受

給
資
格
が
喪
失
し
、
児
童
手
当
等
は

支
給
さ
れ
な
く
な
り
ま
し
た
。

な
お
、
資
格
喪
失
し
た
場
合
で

も
、
次
年
度
以
降
対
象
と
な
る
場
合

は
、
再
度
、
認
定
請
求
書
の
提
出
が

必
要
と
な
り
ま
す
。

※
所
得
上
限
限
度
額
に
つ
い
て
は
、

町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

問
子
育
て
支
援
課　
☎
内
線
３
０
５

（表１）

（表２）

・世帯の軽減判定所得の算定において、被保険者等の数に乗ずる金額を改正しました。
　 ５割軽減：改正前28.5万円→改正後29万円　・２割軽減：改正前52万円→改正後53.5万円
※国民健康保険税については、特定同一世帯所属者の数を含みます。
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